
特別障害者手当・障害児福祉手当・福祉手当（経過措置）の所得制限について  
 

標記手当につきましては、法の定めにより、受給資格者（障害者）本人、配偶者又は

扶養義務者のいずれかの方の所得が次の「所得制限限度額表」の制限基準額を超えてい

ると、障害基準該当で認定されていても、手当の支給は停止します。  
 
１ 認定の根拠となる所得年  

   前年（１月～１２月）の所得  
 

２ 支給停止期間  
   受給開始年月から７月分まで  
 

３ 所得額の計算方法  
   所得額の計算は、都道府県民税の総所得金額に、退職所得金額、山林所得金額、

土地の譲渡等にかかる事業所得等の金額、長期・短期譲渡所得金額を合計した額か

ら次表（表１）の該当する控除を行い、控除後の額が表２の扶養親族数ごとの所得

制限額を越える場合に、支給を停止いたします。  
（※注意）特別障害者手当受給資格者本人の所得額については、上記の手当等対象所得

と「特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令」第１１条に定めるその他の所得（公

的年金等）とを付表計算した後の金額となります。  
 
(1) 表１  

控除の区分（一人につき） 受給資格者本人 配偶者・扶養義務者 

控 除 対 象 配 偶 者 及 び扶 養 親 族 に

係る障害者控除 
２７０，０００円 ２７０，０００円 

控 除 対 象 配 偶 者 及 び扶 養 親 族 に

係る特別障害者控除 
４００，０００円 ４００，０００円 

障害者控除（本 人 の場 合） な     し ２７０，０００円 

特別障害者控除（本 人 の場 合） な     し ４００，０００円 

寡婦控除 ２７０，０００円 ２７０，０００円 

勤労学生控除 ２７０，０００円 ２７０，０００円 

ひとり親控除 ３５０，０００円 ３５０，０００円 

雑損控除、小規模企業共済掛金、

配偶者特別控除、医療費控除 
都道府県民税で実際に控除された額 

社会保険料 実際に控除された額 一律に８０，０００円 

 
注意 受給資格者（障害者）本人の所得額の控除のうち、障害者控除・特別障害者控除

については、制限基準額が配偶者又は扶養義務者とは別に設定されているため、控

除の算定には入れません。  



 
(2) 表２                       

                           （平成１４年８月適用）  
 

注意  
１ 扶養親族等の数が６人以上の場合の基準額は、一人につき３８万円を加算し

た額となります。  
 

２ 所得税法に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族又は特定扶養親族が

ある方についての限度額（所得ベース）は、上記の金額に次の額を加算した額

です。  
 

  (ｱ) 受給資格者本人の場合は、  
①   老人控除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき  

→１００，０００円  
②   特定扶養親族及び１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族１人につき  

→２５０，０００円  
     (ｲ) 配偶者及び扶養義務者の場合は、  

 老人扶養親族１人につき  
（当該老人扶養親族のほかに扶養親族等がないときは、当該老人扶養親族  
のうち１人を除いた老人扶養親族１人につき）  
→   ６０，０００円  

 
   ３ 政令上は所得額（下段の金額）で規定されていますので、ここに掲げた収入

額（上段の金額）は、給与所得者を例として給与所得控除額等を加えて表示し

た額です。  
 
   ４ 所得制限限度額は、平成１４年８月適用表から据え置かれています。  

扶養親族の数 ０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 

本 人 

収  入 

（目安） 
5,180,000 5,656,000 6,132,000 6,604,000 7,027,000 7,449,000 

所  得 3,604,000 3,984,000 4,364,000 4,744,000 5,124,000 5,504,000 

扶 養 

義 務 

者 等 

収  入 

（目安） 
8,319,000 8,586,000 8,799,000 9,012,000 9,225,000 9,438,000 

所  得 6,287,000 6,536,000 6,749,000 6,962,000 7,175,000 7,388,000 


